
4

用地取得　859㎡（２件）

総事業費 千円172,000

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 補助 事業類型 Ⅲ 整備事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 771 西明寺生琉里緑ヶ丘線道路改良事業（第１工区）
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 08 土木費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

50 市内道路網を機能的に強化する
項 02 道路橋りょう費 目標 目標

目 03 道路新設改良費 実績 実績

施　策 1 市内幹線道路・生活道路整備
細目 103 地方道路交付金事業 目標 目標

細々目 05 西明寺生琉里緑ヶ丘線道路改良事業 実績 実績

基本計画該当頁 178 行革大綱の重点事項番号 目標 目標

担当部課
コード 190500 評価者

氏　名
島川　和也 連絡先

22 - 9816 実績 実績

名称 建設部道路河川課 (内線) 2850

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

主に市北部、東部地区から市街地中心部にアクセスする人
走行時間・走行距離の短縮が図れる。

道路整備による作業進捗
事業効果を高めるため短期間での事業完了
に努める

　　　％
目標 17 目標 39

58 90
実績 17 実績 39

        ％
目標 目標

実績 実績

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等 道路構造令・アスファルト舗装要綱

開始年度 平成 17 年度
関連事業 県営ほ場整備事業・県河川改修事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

当市にとって不足している東部地域の南北道路であり、又、北
部において区画整理事業により新たな市街地が形成され通過
交通が増加している。当路線の整備により通過交通の円滑な
処理を図り安全性の向上をめざす。
延長Ｌ＝７００ｍ　　道路幅員Ｗ＝７，０ｍ

年度 平成 21 年度

状
況
変
化
等

関連事業（県営ほ場整備事業　中瀬川南地区・二級河川
矢谷川改修事業）の整合性を図りながら事業を進める必
要がある。財政事情が厳しい中、道路利用者から安全、安
心な道路整備が期待されている。

評価項目

必要性

ポイント

4

評価項目についてのコメント
国道１６３号（伊賀市西明寺）と市街地東部とを直接接続する路線である。現況幅員は狭小にもかかわらず、区画整理によ
り新たな市街地が形成されたため、交通量が増加し、日常の安全な交通に支障をきたしているため、２車線の道路に整備
することで市民の安全と交通の円滑化が図れる。

有効性 4
市民等の利便が図れ、交通渋滞解消に寄与できる。

橋梁下部工事　橋台２基

達成度 4
平成１８年度の工事及び用地取得は計画通り進捗することができた。

効率性 4
ほ場整備事業と一体的に施行することにより、コスト縮減が図れた。整

1

備内容

建設用地 伊賀市西明寺地内
全用地取得面積 7,700㎡

運営体制

1

　委託先

運営主体

2 建設面積（延床面積） 計画延長Ｌ＝７００ｍ

3 規模・構造 ３種４級
（Ｗ＝7．0ｍ　Ｖ＝40ｋｍ/h）

2 配置（予定）人員 人 総合評価

A

事業の方向性

現状維持

改善についての取り組み

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度 17 18 19 20 21

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算
金  額

内容 平成１８
事 業 内 容

年度
数量
 決算内容

金  額
平成１９

事 業 内 容
年度
数量

 計画内容
金  額

平成２０
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２１
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２２
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
委託料 13,700 委託料 2,910

公有財産購入 11,292 公有財産購入費 15,005 公有財産購入費 19,800

用地
工事請負費 15,050 工事請負費 21,613 工事請負費 16,650 工事請負費 33,000 工事請負費 16,400
その他 1,250 その他 1,185 その他 1,345 その他 2,200 その他 600

工事

進捗率
(％)

17 39 58 90 100
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 30,000 事業費計(A) 　 Σ 37,000 事業費計(A) 　 Σ 33,000 事業費計(A) 　 Σ 55,000 事業費計(A) 　 Σ 17,000 事業費計(A) 　 Σ 0

事業投入人員 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.5 人 10,800 人件費（Ｂ） 1.5 人 10,800 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 人 0

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 37,200 47,800 43,800 62,200 20,600 0

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 30,000 37,000 33,000 55,000 17,000 0

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金 16,500 20,350 18,150 30,250 9,350
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 13,500 16,650 14,850 24,750 7,650 0
計 30,000 37,000 33,000 55,000 17,000 0

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

地方道路交付金事業　補助率５５％ 地方道路交付金事業　補助率５５％ 地方道路交付金事業　補助率５５％ 地方道路交付金事業　補助率５５％ 地方道路交付金事業　補助率５５％

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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